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令和 5 年度事業計画 

 

１．事業方針 

 

わが国の経済は、経済活動の再開を背景に、景気が持ち直しつつあり、新型コ

ロナウイルスと共存する「ウィズコロナ」の生活様式が浸透するなか、外出規制

などでいったん抑え込まれていた消費者の需要が顕在化し、また、日本政府によ

る水際対策の緩和や、円安の追い風などから、訪日外国人（インバウンド）消費

も回復していくと思われ、今後も引き続き感染拡大防止と経済社会活動の活性

化のバランスを慎重に図ることが求められている。 

  

社会保障制度においては、急速な少子高齢化の進行により、年金、医療、介護

等の給付の面でも負担の面でも国民生活にとって大きなウエイトを占めてきて

おり、家計や企業の経済活動に与える影響も大きくなっている。社会保障制度に

関する国民の関心は高まり、また制度の持続可能性の確保や世代間・世代内の不

公平の是正が重要である。 

今後の社会保障の在り方は、人口の高齢化や支え手の減少に対応した持続可

能な制度設計が必要である。 

 

 農業を取り巻く情勢は、長引く新型コロナウイルス感染症の拡大、地震や豪雨

被害・降雹被害など頻発する自然災害が、農業基盤や組合員の暮らしに多大な影

響を与え続けるとともに、東日本大震災・原発事故の被災地における営農再開対

策や農畜産物の風評払拭対策など、諸課題が山積みしている。 

 さらに、ロシアによるウクライナ侵攻や記録的な円安等により、燃料・飼料・

肥料等をはじめとする各種資材が高騰し、農業経営は厳しさを増している。食料

の多くを輸入に頼らざるを得ない日本にとって、将来にわたり食料の安定供給

を確保するための食料安全保障が重要となっている。 

 

このような中、当会は昨年に引き続き保険業法に基づき各種保険給付を行う

とともに、会員への更なるサービスの向上に努めるものとする。 

 また、共助会会員の福祉増進を図るため、ＰＥＴ検診助成給付金を継続実施し、

更なる利用促進を図るものとする。 

 

２．重点推進事項 

（１）認可特定保険業の安定的な運営 

（２）公益事業の継続実施 

（３）健康管理活動助成の継続実施 

（４）資金の効率的運用と資金運用計画の策定 

（５）コンプライアンスと内部統制の確立 

（６）PET検診助成給付金の継続実施 

（７）共助会・退職互助の未加入者（未加入団体）への加入推進 
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令和5年度正味財産増減予算書

令和5年４月１日から令和6年３月３１日まで （単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部       

 １．経常増減の部       

  (1) 経常収益       

　　① 基本財産運用益 [  1,000 ] [  1,000 ] [  0 ] 基本財産10,000,000円

　　② 特定資産運用益 [  11,060,000 ] [  10,370,000 ] [  690,000 ] 定期預金1,337,000,000円・有価証券2,480,000,000円

　　③ 保険料収益 [  441,000,000 ] [  452,500,000 ] [ ▲ 11,500,000 ] 現職会員の保険料・預り金からの振替額

　　④ 雑収益 [  19,000 ] [  19,000 ] [  0 ]

　　　　　　受取利息   1,000  1,000   0 預金利息

　　　　　　雑収益   18,000  18,000   0

　　⑤ 戻入額 (  1,397,840,000 ) (  1,461,280,000 ) ( ▲ 63,440,000 )

　　           支払備金戻入額 [  86,780,000 ] [  86,740,000 ] [  40,000 ] （注1）

　　           責任準備金戻入額 [  1,311,060,000 ] [  1,374,540,000 ] [ ▲ 63,480,000 ] （注2）

        経常収益計   1,849,920,000    1,924,170,000   ▲ 74,250,000  

  (2) 経常費用       

　　① 事業費 [  1,840,410,000 ] [  1,915,240,000 ] [ ▲ 74,830,000 ]

　　　　　給付金 (  343,600,000 ) (  348,800,000 ) ( ▲ 5,200,000 )

　　　　　　医療給付金   334,000,000  339,200,000  ▲ 5,200,000 共助会・退職互助契約者会員への医療費

　　　　　　脱退給付金  2,000,000  2,000,000   0 旧共助会制度脱退時の給付金

　　　　　　解約返戻金   200,000  200,000   0 退職互助医療保険解約時の解約返戻金

　　　　　　結婚給付金   2,000,000  2,000,000   0 ＠20,000×100名

　　　　　　出産給付金   4,000,000  4,000,000   0 ＠20,000×200名

　　　　　　療養給付金   300,000  300,000   0 ＠10,000×30名

　　　　　　死亡給付金   500,000  500,000   0 共助会契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　　香典  600,000  600,000  0 退職互助契約者会員等死亡時の給付金

　　　　　保健活動費 (  41,500,000 ) (  41,500,000 ) (  0 )

　　　　　　健康管理活動助成   37,500,000  37,500,000   0 検診料の助成（一般検診・人間ドック）

　　　　　　PET検診助成給付金   4,000,000  4,000,000   0 ＠30,000×130名

　　　　　公益事業費 (  3,600,000 ) (  3,600,000 ) (  0 )

　　　　　　支払助成金   3,600,000  3,600,000   0 医師・看護師養成事業への助成

　　　　　事業管理費 (  53,870,000 ) (  60,060,000 ) ( ▲ 6,190,000 )

　　　　　　役員報酬   1,340,000  1,400,000  ▲ 60,000 理事・監事・評議員報酬

　　　　　　給与手当   26,700,000  29,900,000  ▲ 3,200,000 職員給料・諸手当・出向者給与

　　　　　　退職給付費用   2,330,000  2,330,000   0 退職給付引当金繰入額

　　　　　　福利厚生費   4,040,000  3,630,000   410,000 健康保険、厚生年金他

　　　　　　会議費   910,000  1,200,000  ▲ 290,000 理事会・評議員会他

　　　　　　旅費交通費   940,000  1,060,000  ▲ 120,000 役職員旅費

　　　　　　通信運搬費   2,760,000  3,080,000  ▲ 320,000 為替手数料・給付金振込手数料他

　　　　　　減価償却費  1,760,000  3,820,000 ▲ 2,060,000 業務システム減価償却費

　　　　　　消耗什器備品費   2,480,000  2,890,000  ▲ 410,000 コピー機利用料・機関誌・チラシ等印刷代他

　　　　　　賃借料   3,690,000  3,520,000   170,000 事務所賃借料他

　　　　　　保険料   260,000  260,000   0 個人情報保険他

　　　　　　委託費   5,850,000  6,110,000  ▲ 260,000 保険計理人報酬・電算利用料・PCリース料他

　　　　　　雑費   810,000  860,000  ▲ 50,000 新聞・雑誌等

　　　　　繰入額 (  1,397,840,000 ) (  1,461,280,000 ) ( ▲ 63,440,000 )

　　　　　　支払備金繰入額  86,780,000  86,740,000  40,000 （注1）

　　　　　　責任準備金繰入額  1,311,060,000  1,374,540,000 ▲ 63,480,000 （注2）

当年度 前年度 増　減

 ２



（単位 ： 円）

科　　　　目 備　考

　　② 管理費 [  8,560,000 ] [  8,720,000 ] [ ▲ 160,000 ] 法人運営や共通経費として総額の一定割合を計上

　　　　　　役員報酬  220,000  220,000  0

　　　　　　給与手当  4,400,000  4,500,000 ▲ 100,000

　　　　　　退職給付費用  380,000  320,000  60,000

　　　　　　福利厚生費  660,000  550,000  110,000

　　　　　　会議費  160,000  160,000  0

　　　　　　旅費交通費  160,000  190,000 ▲ 30,000

　　　　　　通信運搬費  300,000  300,000  0

　　　　　　減価償却費  290,000  580,000 ▲ 290,000

　　　　　　消耗什器備品費  310,000  310,000  0

　　　　　　賃借料  610,000  520,000  90,000

　　　　　　保険料  40,000  40,000  0

　　　　　　委託費  910,000  910,000  0

　　　　　　雑費  120,000  120,000  0

        経常費用計   1,848,970,000    1,923,960,000   ▲ 74,990,000  

        当期経常増減額   950,000    210,000    740,000  

 ２．経常外増減の部       

  (1) 経常外収益       

        経常外収益計   0    0    0  

　(2) 経常外費用       

        経常外費用計   0    0    0  

        当期経常外増減額   0    0    0  

　　　他会計振替額   0    0    0  

　　　　当期一般正味財産増減額   950,000    210,000    740,000  

　　　　一般正味財産期首残高  1,056,339,845    927,706,001    128,633,844  

　　　　一般正味財産期末残高   1,057,289,845    927,916,001    129,373,844  

Ⅱ　指定正味財産増減の部       

　　　　当期指定正味財産増減額   0    0    0  

　　　　指定正味財産期首残高   0    0    0  

　　　　指定正味財産期末残高   0    0    0  

Ⅲ　正味財産期末残高   1,057,289,845    927,916,001    129,373,844  

前年度 増　減当年度

（注1）支払備金戻入・繰入：前年度末における契約者会員の既発生未報告支払保険金の額。前年度末の繰入額を計上している。

（注2）責任準備金等戻入・繰入：前年度末における契約者会員の保険料積立金と異常危険準備金の額。前年度末の繰入額を計上している。

 ３



令和5年度正味財産増減予算書内訳表

令和5年４月１日から令和6年３月３１日まで
（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　① 基本財産運用益 ( 1,000 ) ( 1,000 )

　　② 特定資産運用益 ( 60,000 ) ( 5,400,000 ) ( 5,460,000 ) ( 5,600,000 ) ( 11,060,000 )

　　③ 保険料収益 ( 309,000,000 ) ( 132,000,000 ) 441,000,000 ) 441,000,000 )

　　④ 雑収益 ( 300 ) ( 18,300 ) ( 18,600 ) ( 400 ) ( 19,000 )

　　     　　受取利息 300 300 600 400 1,000

　　     　　雑収益 18,000 18,000 18,000

　　⑤ 戻入額 ( 129,190,000 ) ( 1,268,650,000 ) ( 1,397,840,000 ) ( 1,397,840,000 )

　　           支払備金戻入額 58,060,000 28,720,000 86,780,000 86,780,000

　　           責任準備金戻入額 71,130,000 1,239,930,000 1,311,060,000 1,311,060,000

  　　　経常収益計 438,250,300 1,406,068,300 1,844,318,600 5,601,400 1,849,920,000

　（２）経常費用

　　① 事業費

　　     　給付金 ( 242,800,000 ) ( 100,200,000 ) ( 343,000,000 ) ( 600,000 ) ( 343,600,000 )

　　     　　医療給付金 234,000,000 100,000,000 334,000,000 334,000,000

　　     　　脱退給付金 2,000,000 2,000,000 2,000,000

　　     　　解約返戻金 200,000 200,000 200,000

　　     　　結婚給付金 2,000,000 2,000,000 2,000,000

　　     　　出産給付金 4,000,000 4,000,000 4,000,000

　　     　　療養給付金 300,000 300,000 300,000

　　     　　死亡給付金 500,000 500,000 500,000

　　     　　香典 600,000 600,000

　　     　保健活動費 ( 41,500,000 ) ( 41,500,000 ) ( 41,500,000 )

　　     　　健康管理活動助成 37,500,000 37,500,000 37,500,000

　　     　　PET検診助成給付金 4,000,000 4,000,000 4,000,000

　　     　公益事業費 ( 3,600,000 ) ( 3,600,000 )

　　     　　支払助成金 3,600,000 3,600,000

　　     　事業管理費 ( 4,910,000 ) ( 19,650,000 ) ( 29,310,000 ) ( 48,960,000 ) ( 53,870,000 )

　　     　　役員報酬 130,000 500,000 710,000 1,210,000 1,340,000

　　     　　給与手当 2,480,000 9,920,000 14,300,000 24,220,000 26,700,000

　　　　　  退職給付費用 220,000 870,000 1,240,000 2,110,000 2,330,000

　　     　　福利厚生費 370,000 1,570,000 2,100,000 3,670,000 4,040,000

　　     　　会議費 80,000 330,000 500,000 830,000 910,000

　　     　　旅費交通費 90,000 350,000 500,000 850,000 940,000

　　     　　通信運搬費 190,000 750,000 1,820,000 2,570,000 2,760,000

　　     　　減価償却費 160,000 650,000 950,000 1,600,000 1,760,000

　　     　　消耗什器備品費 180,000 690,000 1,610,000 2,300,000 2,480,000

　　     　　賃借料 350,000 1,440,000 1,900,000 3,340,000 3,690,000

　　     　　保険料 30,000 90,000 140,000 230,000 260,000

　　     　　委託費 550,000 2,190,000 3,110,000 5,300,000 5,850,000

　　     　　雑費 80,000 300,000 430,000 730,000 810,000

　　　　　繰入額 ( 129,190,000 ) ( 1,268,650,000 ) ( 1,397,840,000 ) ( 1,397,840,000 )

　　     　　支払備金繰入額 58,060,000 28,720,000 86,780,000 86,780,000

　　     　　責任準備金繰入額 71,130,000 1,239,930,000 1,311,060,000 1,311,060,000

科　　　目 法人会計 合　　　計

実施事業等

会　　　計

 ４



（単位　：　円）

その他会計

共助会 退職互助 小計

　　② 管理費 ( 8,560,000 ) ( 8,560,000 )

　　　　　役員報酬 220,000 220,000

　　     　給与手当 4,400,000 4,400,000

　　　　　退職給付費用 380,000 380,000

　　     　福利厚生費 660,000 660,000

　　     　会議費 160,000 160,000

　　     　旅費交通費 160,000 160,000

　　     　通信運搬費 300,000 300,000

　　     　減価償却費 290,000 290,000

　　     　消耗什器備品費 310,000 310,000

　　     　賃借料 610,000 610,000

　　     　保険料 40,000 40,000

　　     　委託費 910,000 910,000

　　     　雑費 120,000 120,000

  　　　経常費用計 8,510,000 433,140,000 1,398,160,000 1,831,300,000 9,160,000 1,848,970,000

  　　　当期経常増減額 ▲ 8,510,000 5,110,300 7,908,300 13,018,600 ▲ 3,558,600 950,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0

        当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

　　他会計振替額

当期一般正味財産増減額 ▲ 8,510,000 5,110,300 7,908,300 13,018,600 ▲ 3,558,600 950,000

　　一般正味財産期首残高 0 104,577,161 555,356,894 659,934,055 396,405,790 1,056,339,845

　　一般正味財産期末残高 ▲ 8,510,000 109,687,461 563,265,194 672,952,655 392,847,190 1,057,289,845

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　　指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0

　　指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 ▲ 8,510,000 109,687,461 563,265,194 672,952,655 392,847,190 1,057,289,845

科　　　目

実施事業等

会　　　計 法人会計 合　　　計

 ５


